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CO2ネット・ゼロに向けた東京ガスグループの取り組み
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31. 2050年のエネルギーを考える上での視点と打ち手

2050年に
向けた課題

脱炭素化 レジリエンス

視点
と

打ち手

 再エネ＋電化に加え、熱の視点が重要

 将来を見据えたイノベーションが必要
 災害大国日本においてはレジリエンス向上
の視点が必要

 今後人口が減少する日本においては、既存インフラを有効活用する方策が必要で、国内で26万kmも

張り巡らされている都市ガスやLNGサプライチェーンの既存インフラを最大限活用する視点が重要

既存インフラの有効活用（追加的な社会コストの抑制）

 2050年に向けて、持続可能な社会構築のためには、エネルギー政策の要諦であるS+3Eは引き続き重要です。

 我々エネルギー事業者は、経済性を考慮しつつ①低炭素化・脱炭素化、②レジリエンス向上に貢献していきます。

 また、長期エネルギーの取り組みでは時間軸が重要です。トランジション期間は、 CO2の着実な削減が重要であり、
再エネ導入に加え、徹底的な省エネ・CO2低減・CCUSの取り組みが有効です。

 また、今後人口が減少する日本においては、追加的な社会コスト抑制の観点から既存のインフラを有効活用する方
策が重要で、中長期的にはガス体エネルギーの脱炭素化に向けてメタネーションが有望な選択肢と考えています。

 電力分野：再エネ拡大、火力ゼロエミ化
 熱分野 ：天然ガスを活用した省エネ

エネルギーの高度利用
CCU・CCS
水素・メタネーション

視
点

打
ち
手

視
点

打
ち
手

 エネルギー源の多様化、エネルギーネッ
トワークの多重化

 大規模供給と需要側の分散型システムの
統合（デジタル技術の活用）

視
点

打
ち
手

 メタネーションによるガス体エネルギーの脱炭素化を図ることで、都市ガスやLNGサプライチェーン全体
の既存インフラを継続的に活用
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 当社は2019年11月にグループ経営ビジョン「Compass2030」を発表し、「CO2ネット・ゼロをリード」を含む3つ
の挑戦を掲げました。以下に時間軸に沿って取り組みをご紹介します。

 トランジション期：即効性のあるCO2排出抑制手段を活用するとともに、抜本的な脱炭素化を実現する革新的技
術開発を推進します。また、政府の野心的なCO2削減目標に貢献すべく、各取組を加速化・前倒ししてまいります。
再エネ拡大、天然ガスへの燃料転換、省エネ、お客様先CCU活用、カーボンニュートラルLNG拡大

 脱炭素化期 ：CO2吸収・オフセット・リサイクル等によりCO2ネット・ゼロに挑戦します。
水素・メタネーション等のCO2排出ゼロ燃料利用、 CCUSによる国内外でのCO2吸収・オフセットの拡大

2030年 2040年 2050年

1.開発フェーズ 2.実証フェーズ
3.導入拡大・

コスト低減フェーズ
4.自立・商用フェーズ

水素・メタ
ネーション

CCUS

オフセット
ﾈｶﾞﾃｨﾌﾞｴﾐｯｼｮﾝ

再エネ電
力
分
野

火力

熱
分
野
：
ガ
ス
体
エ
ネ
ル
ギ
ー

天然ガス

国内外再エネ電源の拡大

LNG火力の脱炭素化（ゼロエミ化）検討
（水素キャリア活用）

燃焼技術実証 混焼比率上昇 本格適用

低コスト水電解技術開発

メタネーション実証
（小規模：2021年度～、中規模：2025年度～)

海外メタネーションサプライチェーン検討

晴海水素供給

国内外の実証プラント
（耐久性向上・低コスト化・大規模化）

商用的拡大

他エリア（沿岸部・ローカルエリア）へ展開

ｵﾝｻｲﾄCCUS
ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ開発

サービス化・お客さま先実証

大規模CCS
適地検討

海外でのCCS検討・適用（米国他） サイト拡大

メニュー多様化、
導入サイト・エリア拡大

水素・メタネーションの導入状況、
天然ガスの利用状況に応じて

組み合わせて活用
CNL導入拡大

天然ガスの有効利用（燃料転換、ガス機器高効率化、コージェネ等分散型システムの推進、面的利用、変動再エネの補完（VPP等））

天然ガス利用技術の海外展開

適地調査・実証

脱
炭
素
エ
ネ
ル
ギ
ー

森林吸収、DACCS、BECCS検討

※上記行程表は、現時点での目安であり、技術進展状況や制度・政策動向、他社動向により見直し・変更となる可能性がございます。

組
み
合
わ
せ
て
ネ
ッ
ト
・
ゼ
ロ
へ

トランジション期間 脱炭素化期

水電解技術適用

13年度比
CO21000万t削減貢献

2. CO2ネット・ゼロ実現に向けたロードマップ
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 当社は、需要側・供給側双方を最適に組み合わせたCO2ネットゼロの実現を目指します。

 デジタル技術を活用し、多様なエネルギー供給源（LNG基地、火力、再エネ、熱供給）と、多様な需要側リソース
（ガス機器、PV、EV、蓄電池）を組み合わせ、電力と熱のDXを推進していきます。

 高度なエネルギーサービス（VPPやDR等）を展開しつつ、2050年やそれ以降に向けても安定的かつ低廉なエネル
ギー供給を目指していきます。

熱導管

電力自営線

コジェネ

蓄電池

コジェネ

蓄電池

コジェネ

調整力等
多様な電力取引

(DR)

メガソーラー

風力発電
大規模蓄電池

（再エネ併設等）
蓄電池

太陽光発電
エネファーム

太陽光発電

電力送配電網

ガス導管網

一般送配電事業者、
電力取引市場

IoT等のデジタル技術を
活用した最適制御

（VPP）

エネルギーネットワーク
安定化

蓄電池

LNG基地

再エネの
出力抑制回避

産業用需要家

分散型リソースの
役割拡大

系統負荷低減データ活用
ビジネス

ローカル
エネルギーネットワーク

地域の
レジリエンス向上

再開発地域・地冷等

電気自動車

太陽光発電

家庭用需要家

住宅・街の
レジリエンス向上

エリアのBCP強化

業務用需要家

大規模電源

LNG火力

3. CO2ネット・ゼロ実現に向けたデジタル技術の活用
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 都市ガスから排出されるCO2を回収・オフセットする新たな取り組みとして、当社は2019年にカーボンニュートラル
LNG※1を日本で初めて導入し、カーボンニュートラル都市ガスとしてお客さまへの販売を開始しました。

 品質管理も重視しており、算定ルールや運用状況等一連の管理プロセスについて、一般財団法人日本品質保証
機構の検証を経て検証報告書を受領しております。

 2021年3月にカーボンニュートラルLNGバイヤーズアライアンスを設立致しました。現在、CNL導入/採用のお客
様は30社超の企業・法人となっております。 ※1 天然ガスの採掘から燃焼に至るまでの工程で発生するCO2を、別の場所の取り組みで吸収したCO2で相殺すること

（カーボン・オフセット）で、地球規模ではこの天然ガス利用により、CO2は発生していないとみなすLNGのこと

脱炭素化

カーボンニュートラル都市ガスの仕組み カーボンニュートラルLNGバイヤーズアライアンス

お客様採用事例

■採用事例

(左）丸の内ビルディング様のSOFC、
および大手町パークビルディング様のコ
ジェネで使用する都市ガスの全量にを
使用

(右）ニュー・オータニ様で採用
のコジェネにカーボンニュートラ
ル都市ガス※2を供給

供給開始 企業・法人名
20年3月 三菱地所 丸の内熱供給

20年4月 堺化学工業
20年10月 ニュー・オータニ
21年2月 学校法人玉川学園
21年3月 ルミネ
21年4月 ヤクルト本社

記者発表会

4. CO2ネット・ゼロに向けた具体的取組事例
① カーボンニュートラルLNG（CNL）導入拡大
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■CCU
お客さま先でのCCU
•お客さま先で排出される
CO2を活用する技術開発、
サービス化を加速。

•お客さまとの共同実証を経
て、2023年度のサービス
化を目指す。

■CCS
マイクロバブル
•CO2を微細気泡化し、
効率的に地下貯留するマ
イ ク ロ バ ブ ル 技 術 を
RITE※2と共同開発。

•国内外のEOR(原油増進
回収法)サイトにて実証試
験を実施。

※1 Carbon dioxide Capture, Utilization and Storage（CO2の回収・利用・貯留） ※2 公益財団法人地球環境産業技術研究機構

圧入ツール

フィルタ

坑口の様子

RITEと特許を共同保有
（CO2を微細気泡化して地下圧入）

[出典] RITE講演資料

水素・メタネーション関連技術開発CO2のマネジメント技術開発（CCUS）

溶解して
使う

濃縮して
使う

物質に
変換する

水処理等

炭酸塩等
鉱物化

溶接、飲料
等

排ガス
直接利用

分離・濃縮
利用

CO2

お客さま先の
ガス消費機器

 水素製造コストの低減・CO2のマネジメント技術（CCUS※1）開発を強化する等、ガス体エネルギーの脱炭素化
に向けた技術開発の更なる早期実現を図り、CO2ネット・ゼロをリードしていきます。

 水素製造コストの低減については、革新的水電解装置低コスト製造技術に関し、SCREEN社との共同開発を開
始しました。（5月26日プレスリリース）

 マイクロバブル技術を活用したCO2貯留・EOR等については、米国をはじめ海外適地における実証を検討中です。

•メタネーションにも活用可能な水素の技術開発に注力。

燃料電池開発で培った技術と知見を活用し、世界的

な半導体装置メーカーであるSCREEN社と水電解装

置の低コスト化開発を加速。

•2030年の政府目標水素価格に対して、前倒しで

の実現を目指す。

•併せて革新的なメタネーション技術開発にも着手し、

実用化を促進。

【参考】SCREEN社製の燃料電池製造装置

連続生産可能な
低コスト水電解用セルスタック
（SCREEN社と共同開発）

脱炭素化

既存インフラ有効利用
4. CO2ネット・ゼロに向けた具体的取組事例

② 水素・ CO2マネジメントの実用化・技術開発
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家庭用・業務用における燃料電池の導入促進

・世界初の家庭用燃料電池を導入。累計販売台数は14万台。
現在、発電効率65%超の業務用燃料電池を開発中。
（2020年代前半に商品化予定）

集合住宅用 戸建用 業務用分野

水素ステーションの運営

*カーボンニュートラル水素：水素ステーションで使う電力を100%再エネとした上で
CNLを原料にして製造した水素のこと

ローカル水素ネットワーク

 水素利活用拡大の取組として、家庭用・業務用燃料電池、水素製造装置等の導入を推進しています。

 将来の脱炭素化に向けた水素利活用として水素ステーションや水素導管等の供給インフラの整備も実施しています。

産業用水素需要向けオンサイト水素製造装置の開発

小規模水素製造装置

・産業用需要家向けの水素需要に幅広く対応可能な水素製
造装置を開発。

・東京2020大会後、HARUMI FLAG＊に水素を供給及び利活
用するための水素導管を整備・運営。

中～大規模水素製造装置

*東京2020オリンピック・パラリンピック選手村活用後、新築住宅として完成予定

出典：東京都「選手村地区エネルギー整備計画」

脱炭素化

レジリエンス

・現在、当社管内で4か所の水素ステーションを運営。
・最新の豊洲ステーションではカーボンニュートラル水素＊を供給
し、日本一の年間水素充填量（54万m3/年）・回数を実現

4. CO2ネット・ゼロに向けた具体的取組事例
③ 水素利活用、ローカル水素ネットワーク

出典：Google earth



Photo courtesy of Principle Power. Artist: DOCK90

洋上風力の開発推進

 2030年に国内外合計500万kWの再エネ電源獲得に向け、メキシコ・米国や国内木質バイオマス発電等大規模
投資により20年度末時点で138万kWに到達しました。

 将来有望な浮体式洋上風力の開発推進に資する技術獲得として、米国プリンシプル・パワー社へ出資しました。
 当社は新電力の中でNo.1となる280万件超のお客さまに電力を供給しています。英国オクトパスエナジー社との

取組を通じて、デジタル技術を活用した再エネの普及拡大・新たなビジネスモデルを推進していきます。

海外の大規模再エネ案件獲得

・2019年4月、Engie社が設立したメキシコの再エネ開発・運営
会社Heolios EnTGに50%出資。
・2つの陸上風力発電と4つの太陽光発電で構成された再エネ
発電プロジェクト（発電出力89.9万kW）を保有する予定。

・2020年7月に、米国テキサス州でヘカテ・エナジー社が開発を
手掛けるAktina太陽光発電事業（63万kW）※を取得。
・建設開始直前から参画し、開発から運転開始後の事業運営
までを当社が主導的に手掛ける最初の案件。

※太陽光パネル設置面積は港区（20km2）とほぼ同程度

洋上での安定性に優れ、世界
各地での浮体式洋上風力プロ
ジェクトへの採用・普及が期待さ
れている米国プリンシプル・パワー
社への出資（2020年5月）を
通じて、技術獲得を実施。

産学連携（九州大学ほか5者
によるアライアンス）により、洋上
風力の発電量向上や故障率低
下といった配置・運用の最適化
に資する研究を開始しました。
（2021年1月～2024年3月）

脱炭素化

・本年2月に英国オクトパスエナジー社と提携しTGオクトパスエナ
ジー社を設立。今秋サービスイン予定。
・デジタル技術を活用して、再エネプランやEV・PV連動型プラン
等のお客さまのニーズに合わせた電力プランを積極的に販売し
ていくことで、再エネの普及拡大や欧州等の知見を活かした新
たなビジネスモデルを推進。

デジタル活用による再エネ普及・新たなビジネスモデルの推進

94. CO2ネット・ゼロに向けた具体的取組事例
④ 電力・再エネ電力分野の事業拡大



105. メタネーションに関する取り組み・動向について
①メタネーションの仕組みと意義について

 メタネーション：水素と二酸化炭素（CO2）からメタンを合成すること
 発電所等から排出されるCO2、もしくは大気中からから直接CO2を回収し、再生可能エネルギー由来の水素と反応

させてカーボンニュートラルな都市ガス（メタン）を合成。合成メタンは、既存のインフラを利用してそのまま供給、
利活用が可能。

出典：日本ガス協会資料

新たなインフラ
投資不要
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 メタネーションを活用した熱エネルギー供給は、グリーン成長戦略における重点分野14分野の一つである次世代熱エ
ネルギー産業が新たに位置づけられております。

 今年6月には、METIガス市場整備室による「メタネーション推進官民協議会」が設置され、メタネーション推進に向
けて官民を挙げた取組みの強化・加速が図られています。

出典：内閣官房 成長戦略会議（第11回）配付資料 資料2-1（2021年6月2日）
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/seicho/seichosenryakukaigi/dai11/siryou2-1.pdf

5. メタネーションに関する取り組み・動向について

②メタネーション推進に向けたエネルギー政策動向（グリーン成長戦略、官民協議会）



125. メタネーションに関する取り組み・動向について
③-1 東京ガスにおけるメタネーション実証試験の計画概要

 東京ガスの横浜テクノステーションにおいてメタネーション実証試験を2022年3月から開始いたします。
 実証試験では、各装置の性能やシステム全体としての稼働率の評価に加え、合成メタン品質がガス消
費機器の稼働（機器性能）に与える影響、等を確認します。

 今年度は、メタネーションのテスト（水素とCO2からのメタン合成）を開始することを目標とします。
 将来的には、自社開発のｾﾙｽﾀｯｸを搭載した水電解装置や革新的ﾒﾀﾈｰｼｮﾝ技術を適用し、近隣行政・
企業様との地域連携により、地域におけるカーボンニュートラルの地産地消モデル構築を目指します。

系統電力

水電解装置
（ITM製）

CO2タンク

メタネーション
（日立造船製）

太陽光発電

純水素
燃料電池

カードル等

水素タンク

DAC装置

近隣との連携
融通

燃焼ガス

今
年
度

将
来
展
開

CO2分離膜

水電解装置
(自社開発セルスタック)

革新的
メタネーション

お客様先から回収したCO2

ガス消費機器

水素



135. メタネーションに関する取り組み・動向について

③-2 東京ガスにおけるメタネーション実証試験 目的・意義

社外連携
の
観点

技術的
知見獲得
の観点

• 近隣の行政・企業様と連携し、地域におけるカーボンニュートラルの地産地消のモデル
ケースとして発展させる

• 脱炭素の取組をPRし、水電解やメタネーション装置を開発するメーカーとのアライアンス
構築、メタネーションを推進する仲間作り、に活用

＜水電解装置＞
• ITM製のPEM水電解装置の実性能評価と、同装置のオペレーション等の知見を習得
• 自社開発中の低コストセルスタックを搭載した水電解装置の性能評価と課題抽出
＜メタネーション装置＞
• 既存メタネーション装置の性能評価（メタン製造能力や排熱量など）や課題抽出
• メタネーションに関する新技術（PEMCO2還元など）の技術開発
＜CO2分離・回収＞
• CO2分離・回収に関する新技術（DACなど）の基礎研究と技術開発
＜システム全体＞
• 変動する再エネ電源（PV）から合成メタン製造までの一連の需給バランスの制御ノウ
ハウ獲得、課題抽出、システム全体での製造効率（≒事業性）の知見獲得

 再エネ電力から合成メタン製造・利用までの一連の実証試験を実施し、技術・ノウハウの習得、水電
解・メタネーション装置の実力把握、システム全体での製造効率等の評価、課題抽出を行います。

 得られた知見を活用し、将来的には、当社LNG基地などでの、より大規模での実証試験、さらにはサプ
ライチェーンの構築につなげていきます。



145. メタネーションに関する取り組み・動向について
③-3 東京ガスにおけるメタネーション実証試験 水素製造装置

項目 仕様

機種 HGas3SP

水電解方式 固体高分子型

水素製造能力 30.9 kg/h

入力電源 2.0 MW

パッケージ 40フィートコンテナ
チラー/エアーブラスト

水電解装置の仕様

 住友商事株式会社と共同で、ITM社製水電解装置による水素製造実証を実施します。
（2022年6月稼働予定）

 ITM製の大型水電解装置の導入は日本初になります。

出典：ITM社提供



5. メタネーションに関する取り組み・動向について
③-4 東京ガスにおけるメタネーション実証試験 日立造船製 メタネーション装置

項目 仕様

製造能力 12.5 Nm3/h-CH4

反応様式 多管Shell & Tube型

メタン純度 97%以上 (最大99.8%)

熱回収効率 70%以上

触媒寿命
20,000 時間以上(ガス中に
被毒成分を含まない場合)

装置イメージ 出典：日立造船資料

 装置導入実績が豊富な日立造船製のメタネーション装置を導入予定です（2022年3月稼働予定）。
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5. メタネーションに関する取り組み・動向について
③-5 東京ガスにおけるメタネーション実証試験 既往・革新メタネーション技術の取り組み

既往技術 革新的技術

サバティエ ハイブリッドサバティエ PEMCO2還元 バイオリアクター SOEC共電解

特
徴

原料

反応部 触媒 電気化学デバイス/触媒 電気化学デバイス 微生物 電気化学デバイス

温度 ～500℃ ～220℃ ～100℃ ～100℃ ～700℃

メリット  基本技術確立済  高効率（約80%）  設備コスト大幅低減  低コスト大規模化容易  高効率（約90%）

課題
 大規模実用化
（熱マネジメント）

 大型化
 耐久性/信頼性

 大型化
 耐久性/信頼性

 反応速度が遅い
 菌の安定性や培養性

 大型化
 高コスト
 高温耐久性/信頼性

概要図

赤枠：該当部分

当社取り組み 実証予定 開発予定（次ページ）
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 既往技術のサバティエ反応については、実証試験により大規模化に向けた課題解決（熱マネジメント
等）に取り組みます。

 また、商用化を見据えた更なる高効率化、低コスト化に向けて、複数の革新的技術開発を行います。

メタン合成

水電解 メタン合成

水電解
CO2

CH4

H2O

電解＋合成
CO2H2

CH4

水電解

メタン合成

CO2

CH4

H2O

電解＋合成

～500℃

～220℃ ～100℃

～100℃

～700℃



175. メタネーションに関する取り組み・動向について
③-6 東京ガスにおけるメタネーション実証試験 メタネーション実証試験の取り組み体制

 必要な基盤技術は、各先進技術を保有する研究機関・スタートアップと連携し、開発を推進します。

 社会実装に向け、技術のシステム化はプラントメーカーが担います。

 全体のマネジメントは東京ガスが担い、メタネーション技術の開発/実証を推進していきます。

東京ガス(株)

東京ガスエンジニアリングソリューションズ(株)
東京ガスケミカル(株)

全体マネジメント

エンジニアリング システム化

プラントメーカー

革新的技術（メタネーション） 低濃度CO2回収技術

技術 ハイブリッドサバティエ

機関
国立研究所
(共同開発協議中)

取組

・低温サバティエとPEM
水電解とのハイブリッ
ド技術の確立

技術 PEMCO2還元

機関
大学
(共同研究協議中)

取組

・PEMによるメタンの一
段合成技術の確立

技術 バイオリアクター

機関
スタートアップ
大学
(共同研究協議中)

取組

・AIを活用して最適な
菌を探索し、反応速
度向上を図る

技術 DAC（電気透析）

機関
検討中

取組

・電気透析を用いた
CO2濃縮により
DACの効率向上
を図る

基盤技術



185. メタネーションに関する取り組み・動向について
③-7 東京ガスにおけるメタネーション実証試験 鶴見地区カーボンニュートラル連携構想

メタン関連水素関連 CO2関連 電気関連酸素関連 蒸気・熱

 本メタネーション実証試験では、将来的には、鶴見末広町地区の行政（横浜市）・企業様と連携し、
原料リソース（CO2）および製造物（合成メタン、電力、蒸気）等の融通により、地域におけるカーボ
ンニュートラル化の地産地消モデルケースを構築することを目指します。

鶴見地区カーボンニュートラル連携のイメージ図



195. メタネーションに関する取り組み・動向について
③-8 東京ガスにおけるメタネーション実証試験 今後のスケジュール

CO2回収メタネーション 水電解

① 今年度中にメタン合成試験を開始します。
② ITM製水電解装置稼働（2022年6月）以降に実証試験を本格稼働します。
③ 本格稼働以降に、自社技術・革新技術の適用、近隣との融通システム導入を検討していきます。

2021年度 2022年度 以降

4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月

設置・試運転準備・製作
メタネーション実証
(2022年3月～)

カーボンニュートラル地域連携
(2022年半ば～)

実証
（2020年代後半～）

実証
(2020年代半ば～)

ITM製水電解装置稼働
(2022年6月～)

自社の低コスト水電解セルスタック開発
自社開発セルの水電解装置実証
(2020年代前半～)

バイオガス、燃焼排ガスからのCO2分離回収法検討、CO2分離装置開発・設置

メタネーションに関する革新的技術開発



206. まとめ

 東京ガスグループはグループ経営ビジョンにおいて「CO2ネット・ゼロをリード」を掲げた。日本政府の
2050年カーボンニュートラル実現に資するために、都市ガス業界のみならず、国内外の様々なス
テークホルダーと連携しながら、2050年にCO2ネット・ゼロ実現を目指す。

 CO2ネット・ゼロの実現に向けた取り組みに向けて、以下が重要。
 時間軸を意識した取り組みと複数の打ち手を組み合わせ

－ CO2ネット・ゼロの実現に向けた課題解決に向けては、単一の打ち手での解決は難
しく、時間軸を意識しつつ、複数の打ち手を組み合わせが大切。

－ 足元では、再エネ電源の拡大のみならず、CO2削減に対して即効性のある天然ガス
の有効利用、CCUS（サーキュラーエコノミー）、カーボンニュートラルLNG、将来的
には水素・メタネーション・CCS・ネガティブエミッションを組み合わせていくことでCO2

ネット・ゼロの実現を目指す。

 政策的な支援と技術開発やアライアンス

－ CO2ネット・ゼロの推進には、複数のCO2削減の打ち手を推進していくための政策的
な支援・インセンティブ付与、各企業における技術開発の取り組み、国内外のステーク
ホルダーとの連携が大切。

ー 水素・CCUS・メタネーション等をはじめ脱炭素化に関する取り組みにおいて、産・官・
学、様々なステークホルダーと連携しながらCO2ネット・ゼロをリードしていく。
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ありがとうございました。


